
県情報ハイウェイ
（県が運営する行政ネットワーク）

一般的な自治体クラウド利用構成
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Gov-Cloud利用構成 (令和５年度以降の推測)

異なるクラウドに分離されてしまう

通信回線が
２系統必要
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Gov-Cloudへのリフトに伴う論点

（これまでの国の考え）
• 基幹業務以外の業務システムのうち、基幹業務に付属又は密接に連携する業務システムにつ
いては、ガバメントクラウドに構築することができることとします。

（R3.6 内閣官房の公表資料「地方自治体によるガバメントクラウドの活用について」）

（市町村の状況）
• 小規模な市町村の多くはオールインワンパッケージ※を利用（基幹系業務以外に加え、基幹
系業務と密接に連携する「財務会計システム」等の内部事務系システムを含有するパッケー
ジもあり）

※令和3年4月1日現在、県内30市町村のうち28団体が基幹系業務においてオールインワンパッケージを導入済

• オールインワンパッケージ以外の業務システムと連携しているケースも多い

〇新たな費用負担の発生

① 基幹系１７業務と連携するシステムを全てガバメントクラウドに移行出来ない場合は、ガバ
メントクラウドに移行する基幹系業務と、移行を認められないシステムを連携するために新
たな費用が発生するのではないか

〇通信障害の危険性増大

② Gov-Cloud（基幹系業務、これと付属又は密接に連携する業務アプリケーション）と別クラ
ウド（ガバメントクラウドに移行を認められないシステム）を個別に接続することになれば、
ネットワーク障害の危険性が今より増大するのではないか
（現行は、同一クラウド内のオールインワンパッケージの中で接続、又はサーバー同士がＬＡＮ接続して
いるため機器接続点数が少なく、障害時の切り分けや対応も容易）

論点
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＜解決策②＞
クラウド間接続できれば
市町村が個別に民間の
クラウドに単独で接続
する回線が削減できる
のではないか

＜新たな課題①＞
県情報ハイウェイの
通信帯域の増強必須

＜新たな課題②＞
市町村アクセス回線の
増強が必要となる可能性

＜解決策①＞
県情報ハイウェイ経由
で乗り入れ可能となれ
ば、市町村とガバメント
クラウド間の通信回線
が削減できるのではな
いか
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考えられる解決策と新たな課題
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